


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































立しないとする判例がある」として City of Chicago vs Tribute Co.,139N.E.86
(1923)をあげており、同12頁は、フランス法において地方公共団体などの公法人に
ついて名誉毀損の成立を認めた判決を紹介している（日本法については述べられて
いない）。
なお、松井茂記『日本国憲法』〔第２版〕（2002年、有斐閣）310頁註（５）は、
「公邦人は原則として政府の機関として基本的人権を享有しない。しかし、中には
政府との関係で自律性が認められ、基本的人権の享有を認めるべき場合もある。と
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りわけ国立大学や日本放送協会などは、その例であろう」と述べる。
(16) 阿部満「上越市ＴＢＳ報道名誉毀損事件」判例自治228号(2002年)118頁を参
照。
(17) 木佐茂男編『?まちづくり権>への挑戦―日田市場外車券売場訴訟を追う―』
（2002年、信山社）19頁（但し、制限的肯定説を採るとも考えられる）。
(18) 最一小判昭和59年12月13日民集38巻12号1411頁、最三小判昭和49年２月５日民
集28巻１号１頁などを参照。
(19) 日田市対経済産業大臣訴訟（大分地判平成15年１月28日判タ1139号83頁）が、
行政事件訴訟などにおける地方公共団体の原告適格の有無を行政法学において本格
的に論じる契機となった。薄井・前掲197頁などを参照。しかし、同判決は、そも
そも地方公共団体が行政事件訴訟を提起しうるか否か、すなわち、地方公共団体に
出訴権があるか否かについて論じていない（拙稿②120頁を参照）。これまで、成田
新幹線訴訟（最二小判昭和53年12月８日民集32巻９号1617頁）、大牟田訴訟（福岡
地判昭和56年６月５日訟月26巻９号1572頁）など、（訴訟形態は異なるが）地方公
共団体が国を相手として訴訟を提起している例がある。成田新幹線訴訟の場合は、
当時の運輸大臣による日本鉄道建設公団への「指示」が行政行為としての性質を有
しないと判断されたのであり、江戸川区の原告適格について、さらに出訴権につい
て、何らの判断も行われていない（東京高判昭和48年10月24日行裁例集24集10号
1117頁も参照）。また、大牟田訴訟の場合は、大牟田市が電気ガス税の非課税条項
による損害について国に対して国家賠償を請求したという事案であり、判決は大牟
田市の請求を棄却している。おそらく、判例において地方公共団体の出訴権は意識
的に扱われてこなかったと考えられるが、地方公共団体に出訴権を全く認めないと
いう態度がとられた訳ではないということになる。
(20) もっとも、地方公共団体の人格権は、私人の人格権に比して尊重の程度が低く
なることも否定できない。地方公共団体の人格権全般が最も強く問題として現われ
うるのは、市町村合併に際してであろう。2004（平成16）年３月末日に失効した旧
市町村合併特例法、ならびに第27次地方制度調査会最終答申および現行市町村合併
特例法については、憲法第92条に違反する疑いがあることが指摘されている。拙稿
「市町村合併╱自治・分権から眺めた市町村合併」月刊地方自治職員研修臨時増刊
75号（2004年３月号増刊）93頁、および市橋克也＝三橋良士明＝白藤博行「基礎的
自治体と都道府県論―地方制度調査会『中間報告』をふまえて―」季刊自治と分権
第13号（2003年）24頁における市橋氏の発言を参照。
(21) 国による地方公共団体への批判については、そもそも、国自体の表現の自由を
想定すべきではなかろう。地方公共団体など公法人による地方公共団体への批判に
ついては、表現の自由を想定しえなくもないが、基本的にはやはり否定すべきであ
ろう。
(22) なお、阿部・前掲118頁によると、この日に放送された番組の内容については
いくつかの訴訟が提起されている。
地方公共団体の名誉権享有主体性についての試論（森) 331
(23) 注（５）を参照。
(24) 阿部・前掲118頁。
(25) 松井茂記『マス・メディア法』〔第３版〕（2003年、日本評論社）が本件訴訟に
ついて「政治批判を封じるものであって、端的に憲法二一条に反し許されないも
の」と評価するのは、この点に関わるものであろう。
(26) 阿部・前掲118頁。
(27) 但し、東京高等裁判所は、本判決において「付言」を行い、本件番組の「報道
内容に一部誤りがあり、また、表現において適切さを欠く点があった」ことなどを
あげて「特に報道特集としての本件番組の取材の在り方等に全く問題がなかったと
いうことができるか、なお慎重な検討と十分な反省を要するであろう」と指摘して
いる。また、Y?のコメントについても「はなはだ軽率であり、その表現において
不適切なものであったといわざるを得ない」と批判している。
(28) 判決文において明示されていないので断言はできないが、第四章において検討
を加えた大分地裁平成14年11月19日判決の影響があるのではないかと思われる。少
なくとも、同判決を想起させる内容である。
(29) 前掲拙稿①～③の他、薄井・前掲201頁注（３）に掲記されている諸論考を参
照。しかし、日田市対別府市事件に言及する論考は非常に少ない。なお、以下、拙
稿③と重複する部分が多いことをお断りしておく。
(30) 2000年12月９日には、日田市長、同市議会、同市17団体などにより、別府市の
北浜交差点付近から別府駅東口までの区間を往復するデモ行進が行われている。
(31) 広島地三次支判平成５年３月29日判時1479号83頁も同旨を述べる。なお、高知
地判昭和60年12月23日判時1200号127頁も参照。
(32) 拙稿③28頁は、訴訟において原告が提出した証拠の一部を紹介している。
(33) 勿論、完全に区域内に限定されるという訳ではない。
(34) この点について比較すべき判決として、東京地八王子支判平成13年10月11日判
例集未登載（TKC法律情報データベース文献番号28071562）がある。事案は、東
久留米市制30周年記念事業の一環として都市宣言モニュメントの公募がなされ、訴
外Ａの作品が選定されたことに対し、同市議会議員のYがAの作品について盗作
の疑いがあると主張する記事を自らのホームページに掲載し、さらにビラを作成し
て市民に配布した、というものである。東久留米市は、Yの行為が同市の社会的
信用を毀損する行為であるとして市報などに掲載することを求める訴訟を提起した
が、請求は棄却された。
判決は、地方公共団体に関して「虚偽の事実が流布されたとしても、それによっ
て存立そのものが脅かされる事態は想定しにくく、（中略）司法の場において、虚
偽の表現行為を図った者に対し、信用の回復をするのに必要な処分を求めることを
しなくとも、地方公共団体自体が発行する公報などで自ら虚偽の事実を否定するこ
とによって信用の回復を図る方法も有している」と述べている。基本的には同市内
における問題として処理したものであると考えられるが、Yがホームページによ
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って問題を広く国民に伝えたことを考慮すれば、広報誌によって信用の回復を図る
方法は十分でないと思われる（但し、次注を参照）。
(35) もっとも、現在、地方公共団体の広報の手段は広報誌などに限定されるもので
はない。とくに、地方公共団体のホームページは、区域の内外を問わず、政策、行
政運営などに関する情報を広く国民または住民に伝えるために存在すると言え、こ
れらについて地方公共団体が自らの意見などを述べる機会ともなりうる。また、サ
テライト日田問題について述べるならば、当時日田市のホームページに付設されて
いた掲示板においてサテライト日田問題に関する議論が活発に行われていた（私も
参加していた）。これによって全国的に問題が知られるようになり、日田市の社会
的評価がむしろ高まったのである。このようなことも合わせれば、今後は、ホーム
ページの存在を念頭に置いて、地方公共団体の名誉権享有主体性を考察しなければ
ならないであろう。
なお、本稿の主題とは直接の関係を有しないが、私は、「インターネットによる
広報を考える―地方自治の視点から―」月刊「広報」2002年２月号（597号）40頁
において、地方公共団体の広報の一手段としてホームページの意義、課題、可能性
を考察した（サテライト日田問題を念頭に置いている部分もある）。
(36) 当時、九州においては福岡ドーム内場外馬券売場設置反対運動やサテライト博
多設置反対運動などが行われていた。また、西新宿場外車券売場設置反対運動も展
開されており、サテライト日田設置反対運動に少なからぬ影響を及ぼした。
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